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外へ開くハイレベル県政推進事業 行財政構造改革 ○ H23 3 1 ○ 6,843 0 0 6,843 ○ ○ ○ 0

地域連携による政策イノベーション推進事業 元気な県政 ○ H23 3 1 ○ 2,609 0 0 2,609 ○ ○ ○ ○ 0

県際交流事業 ○ H2 24 1 ○ 235 0 0 235 ○ ○ ○ 0

県政マーケティング事業 ○ H16 10 1 ○ 6,750 0 0 6,750 ○ ○ ○ ○ 0

エネルギー新戦略研究推進事業 元気な県土 ○ H25 1 1 ○ 2,300 0 0 2,300 ○ 0

.

5 5 0 0 5 5 0 18,737 0 0 18,737 1 1 0 2 2 0 0 0 3 0 0 1 0 0 0 0 0 4 1 0 0 0 0 0 0 0

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

一般会計

平成２５年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）政策推進課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
２４年度
予算額

 財源内訳

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

２１年度  ２２年度  ２３年度  ２４年度

7,458 12,165 23.8 ％

4,458 7,165 28.1 ％

3,747 5,652 50.8 ％

40 42 5.0 ％

36 40 11.1 ％

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

評価に基

づく今後

の 対 応

政策会議等の実施数

外へ開くハイレベル県政推進事業

［事業内容］

指標

[事業目的]

　県外の大学・研究機関、海外の自治体・大学など、外の優れた「知」を本県の政策形成に活かす政策会議、共同研究プロジェクト、海外の自治体・大学等の政策連携を強化し、政策課題の解決や全国の
モデルとなる先進施策・プロジェクトづくりを促進する。

[予算額および指標の推移等]

２５年度

Ⅰ

結果分類

Ⅰ

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数行財政構造改革

整理統合

〕　　　＝　　　〔

拡　　充

継　　続 □

□ □

□

千　円

完　　了

特　記　事　項

廃　　止

□

終期の見直し

そ の 他

目標　H23 20件、H24～ 25件

 〕　／　整備目標

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

■ 休　　止

□□

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

国　庫

県　単

会計区分 特別会計
企業会計

その他

総合政策

事業効果

政策推進

平均伸び率

10,283

6,843

計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

共同研究プロジェクト等による新事業数成果

活動

平成２５年度予算額

6,843

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

第一人者との政策会議や大学等との共同研究プロジェクトを通じ、里山里海湖研究所の開設や「年
縞」の研究活用策、恐竜キャラクターを活用したビジネス展開、在宅ケアシステムの坂井地区から
他地域への拡大方策、企業現場における女性リーダーの活躍応援などの新たな施策・事業を具体化
した。

政策会議については引き続き実施し、第一人者から最先端の知見や動向を学ぶとともに、２６年度からは特に重要な県政課
題について助言を得るため、政策アドバイザーを新たに設置し、新政策の立案に活かす。共同研究については７のプロジェ
クトを継続し、大学等の研究を政策づくりに活かしていく。希望学についてはこれまでの研究により得られた知見をもと
に、大学による研究から福井の政策課題の解決策を見出す研究に発展させる。

区　　　　　　分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

指標

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

含まれる事業数

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

・各分野における有識者・第一人者と知事・部局長が機動的に意見交換を行う「政策会議」の開催
・複数部局にまたがる新たな課題解決のためのプロジェクトチームを編成し、新施策・事業を立案および実行
・「政策会議」を活用し、大学や研究機関等と新しい「共同研究プロジェクト」の実行
・希望学プロジェクトの調査成果を活かして中学生等を対象とした「希望学講座」等を開催
・ジェロントロジーに関する調査活動や研究成果発表を支援
・海外（主にアジア）の地方政府、大学・研究機関等と共同研究を推進

目標　H23 25件、H24～ 30件

6,843

の推移

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

２１年度  ２２年度  ２３年度  ２４年度

1,630 2,831 54.1 ％

1,630 2,831 33.0 ％

1,600 2,094 30.9 ％

3 3 0.0 ％

5 8 60.0 ％

0 1 100.0 ％

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　政策提案の実現や農産物直売所や美術館の交流といった連携事業など、着実に成果を上げており、地方から
国を変えていく政策集団として引き続き活動を強化していく。
  平成２６年度には、三重県で知事会合を開催予定であり、中小企業対策や少子化対策など各県知事の関心の
高い分野について意見交換を行い、新たな連携事業などを実施していく。

見　直　し　額

□

□ 整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　国に対し政策提案を行い、１３県をはじめ日本全体の重要な課題である「子育て・少子化対策」
について、①育休給付金引上げ、②育休を取得させた企業への報奨制度創設という２つの新たな制
度を実現した。 □ 完　　了■ 継　　続 □ 休　　止

そ の 他

千　円

□

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応
□ 廃　　止

終期の見直し

予　算　額　（単位：千円） 2,609

財源内訳

国　　　　　庫

一　般　財　源 2,609

拡　　充 □ 縮　　減 □

その他特定財源

区　　　　　　分 平成２５年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

Ⅰ

指標

事業効果 指標 参加県同士の新連携数 毎年度３件 Ⅰ

〕　　　＝　　　〔

の推移 成果 政策提案の全国波及や国の制度として実現 毎年度１件

活動 共同研究の成果などを活かした政策提案 Ⅱ毎年度３件

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 3,809

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,609

決 算 額 の 推 移

法定受託事務

[事業目的]

　「自立と分散で日本を変えるふるさと知事ネットワーク」の交流・連携を強め、地方発の新政策を提案・実行することによって、国の政策・制度を改革する。また、地方同士の新たな連携を生み出す仕
組みづくりを行い、民間レベルでの多種多様な連携を創出する。

［事業内容］

○新たな政策づくりを推進するため、知事会合や政策イノベーション会合を開催
○各県の得意分野・特長を活かした全国規模での共同研究を推進（各県がリーダー県）
○若手職員が各県の政策を学び合う「若手政策塾」を開催
○地方同士の新たな連携を推進

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な県政 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 地域連携による政策イノベーション推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

「希望ふくい」のふるさとづくり その他 そ の 他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部（庁） 政策推進
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ H2 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 24 年 □

２１年度  ２２年度  ２３年度  ２４年度

260 1,832 260 263 127.4 ％

260 1,832 260 263 127.4 ％

204 1,543 215 36 162.3 ％

2 2 2 1 △ 16.7 ％

9 10 11 7 △ 5.1 ％

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　道路等広域交通体系、広域観光など、幅広い視点で意見交換を行っている。懇談会において合意
した事項については、石川県との合意事項に基づき小松空港の利用促進や、ＳＡＴＯＹＡＭＡイニ
シアティブ推進ネットワークにおける連携など、着実に進展している。

　県域を越えた連携は、広域交通、観光、危機対策など今後ますます重要になる。共通する課題や
懸案も多く、引き続き必要な連携県との懇談会を開催していく。

□ 廃　　止

■ 継　　続 □ 休　　止 □

□

千　円

□

□ 整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充

□ そ の 他

縮　　減 終期の見直し

国　　　　　庫

その他特定財源

平成16年度　 石川県知事との懇談会を今後、隔年ではなく毎年開催することとし
た。
　　　　　　　　　京都府・兵庫県知事との懇談会を今後、毎年開催することとした。
平成17年度　 滋賀県知事との懇談会を11年ぶりに開催し、今後も必要に応じて
開催することとした。
平成22年度　「自立と分散で日本を変えるふるさと知事ネットワーク」の開催

完　　了

[事業の評価]

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

一　般　財　源 235

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２５年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 235

Ⅳ

指標

の推移 成果 懇談会での合意事項数

事業効果 指標

活動 懇談会の開催回数

区　　　　　　分 ２５年度

Ⅳ

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 235

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 235

決 算 額 の 推 移

［事業内容］

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

○石川県、岐阜県、滋賀県、京都府・兵庫県・鳥取県知事等との懇談会の開催
　　広域交通体系、広域観光、危機対策等について意見交換する。

経過年数

事      業      名 県際交流事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

法定受託事務その他 そ の 他

[事業目的]

　県民の社会経済活動の広域化や交通体系の整備に伴い、県境を越えた施策の展開が一層求められている。このため、石川県知事および岐阜、滋賀、京都府、兵庫、鳥取県知事との懇談会を開催し、率直
な意見・情報交換を行うことにより、広域課題の解決や圏域の特性を活かした独自施策の推進につなげていく。

総合政策

福井新々元気宣言に
おける位置付け

県　単 補 助 金

部（庁）

実行予算

政策推進

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属

－3－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ H16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

２１年度  ２２年度  ２３年度  ２４年度

8,812 8,812 7,800 7,500 △ 6.3 ％

8,812 8,118 7,800 7,500 △ 6.4 ％

6,326 7,688 5,240 6,992 7.7 ％

10 7 6 7 △ 9.2 ％

1,248 1,418 1,597 1,426 5.2 ％

- - 6 7 16.7 ％

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

継　　続 □ 休　　止 完　　了

そ の 他廃　　止

□

■ 整理統合
　調査対象を平成１９年度から政策立案段階だけでなく現状分析段階にまで拡充しており、より県
民ニーズを反映した施策を推進している。
　２６年度からの実施案件の選定にあたっては、「独自統計調査事業」で行う案件も含め、企画提
案や計画策定等に具体的に反映される調査を優先的に実施する。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

[事業の評価]

終期の見直し

□

　県民生活に関わりの深い事業や計画策定にあたり、本調査事業を実施することにより県民の意向
を踏まえた検討が行われている。調査結果は、「ふくいの食育・地産地消推進計画」策定などに反
映されており、政策の形成に有効な資料となっている。所属の

方　針

□

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減

0

□

国　　　　　庫

その他特定財源

・成果指標に替わる事業効果の判定について
　　アンケート調査の結果が、新規事業や既存事業の見直しに反映される。

一　般　財　源 6,750

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２５年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円）

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

目標7件以上

事業効果 指標 １件当り平均アンケート回答数（人）

Ⅳ

Ⅰ

Ⅰ目標7件以上

活動 実施件数（件）

の推移 成果 調査結果を反映した施策等の数

財源内訳

6,750

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 6,750

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 6,750

決 算 額 の 推 移

法定受託事務

[事業目的]

　県民の県政に対する関心と理解を深めるとともに、政策形成過程からの県民参加を推進する。

［事業内容］

　現状分析段階および政策立案段階において、アンケートを実施し、県民の意向・意識を調査する。
　 ・調査手法　　　アンケート調査
　 ・調査対象者　　原則として県内在住者
 　・実施件数　　　年７件以上
 　・調査内容　　　政策形成過程において反映されるもの

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言におけ
る

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 県政マーケティング事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部（庁） 政策推進
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ H25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

２１年度  ２２年度  ２３年度  ２４年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

所属の

方　針 □ そ の 他

終期の見直し
ＬＮＧインフラの整備については、第３回研究会において、敦賀港を受入港として具体的な事業化
の検討を進めることを合意した。

第４回研究会において事業者からＬＮＧインフラ整備計画の検討結果が示される予定であり、県内
における早期の事業化実現に向けて検討体制をさらに強化していく。

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　

□ 整理統合 □

完　　了

見　直　し　額 千　円

■ 継　　続 □ 休　　止 □

□

一　般　財　源 2,300

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減

廃　　止

予　算　額　（単位：千円） 2,300

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成２５年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

指標

事業効果 指標

決 算 額 の 推 移

活動 研究会の開催回数（目標３回）

の推移 成果

計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分 ２５年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,300

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,300

法定受託事務

[事業目的]

　エネルギーのベストミックスの観点から、ＬＮＧをはじめとするエネルギー源の多角化を進めるため、県内における新たなエネルギー事業の誘致・開発に向けた検討を進める。

［事業内容］

・エネルギー情勢、ＬＮＧなど新たなエネルギー事業の県内誘致可能性を研究する「福井県ＬＮＧインフラ整備研究会」の開催
・日本海におけるメタンハイドレードや天然ガス等の海洋エネルギー資源開発を促進するための調査研究、国への提案を実施する「海洋エネルギー資源開発促進日本海連合」への参画

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言におけ
る

 位 置 付 け

元気な県土 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 エネルギー新戦略研究推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

嶺南を「新時代エネルギー産業」の拠点へ その他 そ の 他

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総合政策 部（庁） 政策推進
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